
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 防災体制 
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■鳥取県の防災対策 

 

鳥取県では、災害に強い鳥取県を作るため、平時には、災

害時に速やかな対応ができるよう地域防災計画、企業との協

定締結等の作成、防災行政無線、衛星携帯電話の整備、 発

災を想定した訓練、現地での実動訓練、防災フェスタの実施、

地図を用いた図上訓練などを行っており、また、災害に備え、

２４時間２名以上が待機している。 

 災害時には、職員が登庁し、災害対策本部（本部長：知事）

の設置、ヘリコプター等による被害状況の収集、自衛隊への

災害派遣要請、近隣府県との応援、避難者へ物資や簡易設備

の提供、備蓄品や調達品の提供、トイレや仮設住宅の設置等

の対策を行っている。また平常時においても、メディア、Ｈ

Ｐ及びあんしんトリピーメールを活用し県民へ安心安全情

報の発信を行っている。 

 

＜県危機管理局の組織（R2.4.1現在）＞ 

     

  危機管理政策課  総務担当 

   ― 企画担当 

知事    広域防災担当 

     

危機管理局長 危機対策・情報課   

原子力安全対策監  

 

 
 

 

   

原子力安全対策課 

 
 
 

 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

消 防 防 災 課   

     消防防災航空セン

ター 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

消防学校 

  

     

 

 

 

＜県危機管理局の変遷＞ 

平成11年7月 防災専門職の防災監が設置された。 

平成12年4月 消防防災課が消防課と防災危機管理室に分か

れた。 

平成13年4月 防災危機管理室が防災危機管理課と名称を改

めた。 

防災監及び両課が知事直属の組織となった。 

平成20年4月 チーム制を導入し、防災チーム・危機管理チ

ーム・消防チームの３チーム体制となった。 

消防防災航空室が消防チームの所管となり、

消防防災航空センターと名称を改めた。 

平成23年4月 

 

チーム制を廃止し、防災課、危機管理課、消

防課の３課体制となった。 

平成23年7月 危機管理体制の強化を図るため、防災局を危

機管理局とし、危機管理政策課、危機対策・

情報課、消防防災課の３課体制とした。 

危機対策・情報課内に災害情報センターを置

いた。 

平成24年4月 原子力安全対策体制の強化を図るため、危機

対策・情報課内に原子力安全対策室を設置し

た。 

平成25年4月 原子力安全対策体制の更なる強化を図るた

め、原子力安全対策監（次長級）を置き、ま

た、原子力安全対策室が原子力安全対策課に

昇格した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

消防・地域防災力 

担当 

保安担当 

 

 

 

防災対策担当 

安全対策担当 

調整担当 

 

危機管理・訓練担当 

災害情報センター 

情報システム管理担当 



■令和２年度に行った主な事業等 
 

（危機管理政策課） 

（１）住民避難体制整備総合事業 

＜概要＞ 

平成 28 年 10 月の鳥取県中部地震では自主避難所開設、

平成 29 年１、２月の豪雪時では沿線住民による立ち往生

ドライバーへの食事の提供など、鳥取県らしい人と人との

絆を基調とした住民の助け合い、支え合いが多く行われ、

その重要性が改めて認識されたところである。 

市町村及び市町村社会福祉協議会を核とし、とっとり県

民活動活性化センター及び日野ボランティア・ネットワー

クと連携して、支え愛マップづくりを全県下に広げ、災害

時の要支援者への支援を確保し、地域の実情に応じた住民

主体の避難体制づくりや避難所運営等を促進するため、支

え愛マップづくりの拡充、復興等支援、ボランティア団体

への伴走支援体制の拡充、避難所運営リーダーの養成等を

進める。 

※支え愛マップづくり 

地域住民が主体となって、独居高齢者、要介護者及び障

がい者などの支援を要する者に対する災害時の避難支援

の仕組みづくり 

＜事業の実施状況＞ 

支え愛マップづくり（促進事業）が 40 地区、地域支え

愛会議を立ち上げ行った支え愛マップの更新や避難訓練

の実施（ステップアップ事業）が 20 地区、住民組織間交

流事業が３地区で、それぞれ取り組まれた。 

また、市町村等の人材育成研修は延べ 108人、住民向け

の啓発研修には 83 人が参加し、マップづくりに関わる人

材の育成を図ることができた。 

避難所運営リーダーの養成については、消防防災課の地

域防災リーダースキルアップ研修と連携し、中部地区及び

西部地区（東部地区は新型コロナウイルス感染症の影響に

より中止）で延べ 110名に対して実施した。 

 

（２）新型コロナウイルス感染症対策避難所特別支援事 

業補助金 

＜概要＞ 

指定避難所における新型コロナウイルス感染症対策の

ために市町村が実施する、避難者の健康状態の確認や体調

不良者への対応等に必要な資機材整備を支援することを

目的とする。 

（補助金の概要） 

・補助対象：市町村 

・補助対象経費：指定避難所において、新型コロナウイ

ルス感染症対策の実施に必要な需用費（消耗品費）、

備品購入費等 

・予算額：10,000千円 

・補助率：2/3（市は 1,000千円、町村は 400千円を上 

限とする） 

※財源：新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交 

付金（県交付分） 

＜事業の実施状況＞ 

１９市町村のうち、１７市町村が本補助金を活用し、指

定避難所における衛生資機材の整備を進めた。 

・本補助金を活用した市町村：南部町、江府町を除く１７ 

市町村 

※２町については、町への交付金を活用し整備を進めた。 

・資機材の整備例：体調不良者確認のための非接触型体温 

計、避難所の衛生環境確保のためのパーテーション、段 

ボールベッド等 

 

（３）積極的避難推進事業 

＜概要＞ 

令和元年度の有識者等を交えた防災避難対策検討会の 

提言を踏まえ、住民の避難対策の一環として、ワークショ

ップやまちあるき等を通じて、住民自ら「避難スイッチ（避

難する目安）」を決める取組をモデル的に実施する。 

※避難スイッチ：京都大学防災研究所の矢守教授他が提唱

する、住民の積極的な避難を推進するための取組 

（避難スイッチ：３つのポイント） 

①情報系（例：市町村が「高齢者等避難開始」を発令） 

②目で見る身近な異変（例：河川ライブカメラで〇〇川

の水位が〇〇ｍに達した） 

③人からの呼びかけ（例：役員から要支援者に対して声

かけ） 

＜事業の実施状況＞ 

新型コロナウイルス感染症の影響で地域の自主防災活 

動が自粛傾向にあったが、若桜町の３地区（上町、中町、

西町）を対象にモデル事業を実施した。 

（実施状況） 

１回目（R2.10.31）：ワークショップ（リモート会議シ

ステムを活用）とまちあるき 

２回目（R3.1.30）：「避難スイッチ」の候補となる情報

の整理。 

３回目（R3.3.13）：中町地区で「避難スイッチ」を決定 

※上町、西町は継続中。 

 

（４）避難所の生活の質向上事業 

＜概要＞ 



平成３０年７月豪雨災害では、県外被災地の人的被害に

おいて、要配慮者で亡くなられた方が多く、この一因とし

て避難所に要支援者を適切に受け入れる体制が整備され

ていなかったため、住民の適切な避難行動に繋がらなかっ

たと見込まれることが挙げられる。 

住民に躊躇なく避難行動を起こさせるとともに、避難所

で災害関連死を発生させないためには、これらの課題を解

決する必要があることから、指定避難所、福祉避難所の資

機材整備等に補助することにより、「あらゆる人が避難し

やすい避難所環境の確保」及び「発災時の早急な被災住民

の生活環境の改善」を図る。 

＜事業の実施状況＞ 

〇市町村への補助事業 

区分 内容 整備数 補助率 

指定避難所

生活環境整

備支援事業 

指定避難所での

福祉スペース確

保など、要配慮

者に対応するた

めに必要な資機

材の整備につい

て補助する。 

６か所 1/2 

(1ヶ所当た

り 150千 

円を上限と

する。) 

福祉避難所

事前配置資

機材整備事

業 

市町村が指定す

る福祉避難所に

災害時に必要な

備品等を事前配

置する市町村に

対して支援を行

う。 

１０か

所 

1/2 

(1ヶ所当た

り 150千 

円を上限と

する。) 

 

〇県実施事業 

区分 内容 

要配慮者が

避難しやす

い避難所環

境確保事業 

様々な事情がある人が避難所生活をする

ために必要な物資等を障がいの種別に応

じ、パッケージ化して備蓄を行う。 

【購入物品】白杖、筆談用ホワイトボー

ド等 

備蓄倉庫機

能強化事業 

被災された県民の元に迅速に備蓄品を届

けるため、備蓄倉庫内にロールボックス

（かご台車）を導入の上、レイアウト変

更を行う等、備蓄倉庫の機能強化を図る。 

 



（危機対策・情報課） 

（１）防災行政無線一斉指令システム等更新事業 

＜概要＞ 

衛星系防災行政無線の導入に併せて平成１８年度に運用開始し

た一斉司令システム、無線用電話交換等の機器について、耐用年

数を経過して故障時の修理において物品調達が困難な状況となっ

ているため更新整備を行う。 

＜事業の実施状況＞ 

防災行政無線のうち一斉指令システムは、気象情報をは

じめとした各種防災情報を市町村等に一斉に情報伝達す

る重要なシステムであるが、当該システムを構成する機器

のメーカーサポートが終了し、故障発生時の修理に時間を

要したり､最悪の場合は使用不能となるおそれがあること、

また、他の電話交換機等のシステムも同様の状況にあるた

め、システムの更新を行う。(令和元年度～令和２年度の

継続事業） 

併せて、上記システム更新に伴う既設ネットワーク機器

の改修、基幹スイッチの更新を行った。 

 

防災行政無線一斉指令システム等更新新事業執行状況 

 (単位：千円) 

 R元年度 R２年度 計 

防災行政無線一斉

指令システム等更

新工事（一斉指令

システム、 

283,620 426,341 709,961 

防災行政無線ネッ

トワーク機器等更

新業務（ネットワ

ーク機器改修、基

幹スイッチ更新） 

0 49,280 49,280 

計 283,620 475,621 759,241 

 

（２）危機管理情報運用事業 

＜概要＞ 

災害時等において県民に防災・危機管理等の情報を的確

に提供するため、「あんしんトリピーメール」や、「あんし

んトリピーなび（防災アプリ）」を運用し、迅速かつ効果

的な情報発信を行うことで、災害等による被害の軽減を図

る。 

＜事業の実施状況＞ 

〇あんしんトリピーメール 

 県、市町村等が、防災・危機管理情報や避難情報、道路

情報、公共交通情報、防犯情報などの情報を利用者に対し

てメールで一斉配信するシステムを運用し、県民への迅速

なお情報提供を行った。 

【トリピーメールの特長】 

 ・登録者の携帯電話、スマートフォン等に安全安心情報

をリアルタイムに直接配信 

 ・情報の緊急度を一目で判断できる背景色付きのメール

を選択して受信可能 

 ・利用者のニーズに合わせて、受信する情報の種類や地

域（市町村）を選択可能 

〇あんしんトリピーなび（防災アプリ） 

 スマートフォン、タブレット利用者をターゲットに、 

様々な危機管理情報をコンパクトにまとめた防止アプリ 

を運用し、県民に必要な情報を分かりやすく提供した。 

【トリピーなびの特長】 

 ・アプリならではのプッシュ通知により、トリピーメー

ル情報等の最新情報をお知らせ 

 ・最寄りの指定避難所への自動経路案内、防災ライブカ

メラ（道路、河川）の閲覧が可能 

 ・外国語９言語（英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓

国語、ロシア語、ベトナム語、フィリピン語、インド

ネシア語、タイ語）に対応（令和２年３月から） 



（原子力安全対策課） 

 

（１）原子力防災対策 

＜概要＞ 

「鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）」（災害対策基

本法第４０条に基づき作成）等に基づき、中国電力株式会

社島根原子力発電所（以下「島根原発」という。）及び国

立研究開発法人日本原子力研究開発機構人形峠環境技術

センター（以下「人形峠センター」という。）における原

子力防災対策を実施することにより、県民の安心安全を図

る。＜事業の実施状況＞ 

ア 島根原発に係る原子力防災対策の充実 

○概要 

  境港市から西方１７km の地点にある島根原発に係る

原子力災害に備え、県民の安全確保及び周辺環境の保全

を図るため平成２４年９月の原子力災害対策特別措置

法の改正等により、境港市全域及び米子市の一部が島根

原発に係るＵＰＺ（緊急防護措置準備区域（概ね３０km

圏））に位置付けられていることを踏まえ、原子力防災

対策の一層の充実を図った。 

（ア）原子力防災連絡会議 

   島根・鳥取両県及び島根原発周辺３０km圏６市（米

子市、境港市、松江市他）の防災関係の部長級職員等

で構成し島根原発に係る防災体制について連携し対

応している。 

日程 議題 

R3.3.26 ・地域防災計画の修正について 

・原子力災害時の新型コロナウイルス感染

症対策について 

 

（イ）島根地域原子力防災協議会作業部会 

  鳥取県・島根県及び関係市の担当課長や関係省庁の担 

当者等で構成する島根地域原子力防災協議会作業部会 

を設置し、作業部会において「島根地域の緊急時対応」 

に係る個々の論点について検討を進めている。 

作業部会 日程 議題 

第２３回 R2.7.30 感染症流行下での原子力災害

時における防護措置について 

 

第２４回 R2.11.25 新型コロナウイルス感染拡大

を踏まえた感染症の流行下で

の 原子力災害時における防護

措置の実施ガイドライン につ

いて 

第２５回 R2.12.25 島根地域の緊急時対応における

各課題の主な確認事項について 

第２６回 R3.1.19 島根地域の緊急時対応につい

て 

第２７回 R3.3.22 島根地域の緊急時対応につい

て 

 

イ 訓練 

（ア）島根原発原子力防災訓練（島根県等との合同） 

実施日 R2.10.28（水）、30（金）、31（土） 

船舶訓練（海上自衛隊、海上保安庁） R2.8.9

（日） 

主催 鳥取県、米子市、境港市、島根県、松江市、

出雲市、安来市、雲南市 

実施場

所 

鳥取県庁、米子・境港市役所、耆町Ｂ＆Ｇ海

洋センター、西伯プラザ、西部総合事務所、

鳥取県原子力環境センター、中国電力株式会

社島根原子力発電所 他 

参加者 ２５機関、４５０名（うち住民約８０名） 

参加機

関 
①行政機関等 

 鳥取県、鳥取県警、米子市、境港市、琴浦町

、南部町、日野町、陸上自衛隊、航空自衛隊、

自衛隊鳥取地方協力本部、国土交通省倉吉河川

国道事務所、原子力規制庁島根原子力規制事務

所、内閣府、中国四国管区警察局鳥取県情報通

信部、鳥取県西部広域行政管理組合消防局 他 

②民間団体、企業 

（一社）鳥取県薬剤師会、バス事業者 他 

訓練想

定 

島根県東部（宍道湖南方）を震源とするМ７

クラスの地震が発生（震源地付近震度6強、米

子市及び境港市震度5強）するとともに、島根

原子力発電所２号機において地震により重大

な事故が発生する。その後、放射性物質の放出

に至り、ＵＰＺにおいて住民の屋内退避、一時

移転が指示される。 

主要訓

練項目 
①原子力災害時における感染症予防・拡大防止 

対策の検証 

②基本となる災害対応に関する練度の維持 

③避難退域時検査用資機材の機動的な輸送・展 

開にかかる検証 

その他 訓練記録の作成と住民及び関係機関への普

及啓発を目的としてＤＶＤを作成 

※鳥取県原子力防災チャンネル（YouTube）で 

も公開 

 

（イ）人形峠センター 防災訓練 

実施日 令和２年１１月９日（月） 

主催 鳥取県、三朝町 



実施場

所 

鳥取県庁、岡山県庁、中部総合事務所、原子力

環境センター、上齋原オフサイトセンター、三

朝町役場、鏡野町役場、（国研）日本原子力研

究開発機構人形峠環境技術センター 等 

参加者 15機関、約80名 

参加機

関 

鳥取県、鳥取県警、三朝町、鳥取中部ふるさと

広域連合消防局、原子力規制庁上齋原原子力規

制事務所、岡山県、鏡野町、（国研）日本原子

力研究開発機構人形峠環境技術センター等 

訓練想

定 

人形峠環境技術センター内において施設修 

繕作業中に火災が発生。拡大した火災により、

六フッ化ウラン（ＵＦ６）を格納したシリンダ

が加熱され破損。シリンダからＵＦ６が漏えい

し、その漏えい量が原子力災害対策特別措置法

第１０条に規定する量に達し、施設敷地緊急事

態に発展することを想定。 

主要訓

練項目 

・初動段階～災害対策本部運営段階における防 

災関係機関の活動、相互連携手順の確認検証 

・事象進展に応じた情報収集、情報発信内容の

検証、情報整理方法の検証、各機関との情報

共有方法の検証 

・原子力防災資機材等の展開手順の確認 

訓練内

容 

①本部等運営訓練（県庁・中部総合事務所・原 

子力環境センター・三朝町役場） 

・関係機関における事象進展に応じた情報収集

・発信や対応手順の確認 

・テレビ会議による担当者会議開催を通じた情 

報共有方法の確認 

②オフサイトセンター訓練（上齋原オフサイト 

センター） 

・オフサイトセンター参集要員を対象とした機 

器操作習熟等を目的とした訓練 

③実動訓練 

・緊急時モニタリング訓練（機動モニタリング 

訓練等）（原子力環境センター、三朝町内） 

・事象進展に伴う、交通規制手順の確認訓練（ 

三朝町内） 

・移動式ホールボディカウンタ車や三朝町、中

部消防局に配備している防災資機材（テント

）等の展開手順や防護服着脱手順の確認訓練

（三朝町内） 

 

エ 研修・普及啓発 

事業名 概要 

原子力防

災研修 

県内の防災活動業務関係者が、放射線や原子力

防災に係る専門的知識の習得、放射線測定器の操

作や救護所活動など緊急時の対応等について学

ぶとともに、原子力災害現地対策本部図上演習等

の国等主催の原子力防災研修に参加した。 

原子力防

災講演会 

放射線や放射線防護などについて学び、県民に

原子力災害時に適切な対応や行動をとっていた

だくために、県民を対象とした原子力防災講演会

（リモート）を開催した。 

【実施状況】 

①令和２年９月５日（土） 場所：境港市保健相 

談センター 参加者：１０名 

②令和２年９月６日（日） 場所：米子市福祉保

健相談センター 参加者：１９名 

放射線研

修会 

県民、東部・中部地域の市町や県の職員等を対

象とした放射線の防護等に関する研修会を市町

と連携し、開催した。 

【実施状況】 

①令和２年１０月１２日（月） 場所：三朝町総

合文化センター 参加者：４３名 

②令和２年１０月１３日（火） 場所：鳥取県東

部庁舎 参加者：４６名 

現地研修

会（見学

会） 

原子力発電についての正しい知識と防災・安全

対策などについて県民の方に知っていただくた

め、原子力防災現地研修会（島根県原子力防災セ

ンター及び島根原発の見学会）を開催した。 

【実施状況】 

①令和２年９月１８日（６名）  

②３月１９日（９名） 

原子力防

災ハンド

ブックの

作成・配

布 

・原子力防災ハンドブックの作成 

 原子力災害時における情報の入手方法、屋内退

避、避難時の注意点等中心に、住民の方々 が万

が一の場合に使用するという視点で内容を充

実させた。緊急時の対応の他、日ごろの備え、

放射線の基礎知識等を掲載している。令和３年

３月版は、県下全戸に配布した。 

・「とっとりの原子力防災２０２１」の作成 

 原子力防災対策、安全対策に関する取組状況を

まとめ、県の取組の透明性の確保に繋がること

を目的として作成し、市町村及び防災関係者等

へ配布した。 



※ハンドブック、原子力防災２０２１ともに、県

ＨＰで公開している。 

 

エ 原子力防災資機材の整備・保守〔島根原発・人形峠セ

ンター〕 

原子力防災及び原子力災害発生時の応急対策のために

必要な資機材の整備、保守管理等を実施した。 

【主な整備】 

・島根原発に係る個人線量計・サーベイメータ・防護服等

原子力防護資機材の整備、緊急時に関係機関と TV 会議

等を行う原子力防災ネットワークシステム等の保守管

理並びに人形峠センター用資機材の更新や保守管理を

行った。 

・原子力災害時避難円滑化モデル実証事業として道路監視

カメラや道路情報表示板等を整備したほか、原子力防災

アプリの多言語表示機能具備等の改修を行った。 

・市町への資機材貸与の上、保守管理を的確・効率的に行 

うため、物品現数調査及び原子力防災資機材管理システ

ムＤＢを運用した。 

 

（２）原子力安全対策 

＜目的＞ 

鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）等に基づき、

島根原発及び人形峠センターにおける原子力安全対策に

必要な事業を実施することにより、県民の安全安心を図る。 

 

＜事業の実施状況＞ 

ア 島根原子力発電所への対応 

住民の安全・安心を確保するため、境港市から西方約

１７kmの地点にある島根原発の安全性確保について、よ

り一層の向上を求めた。 

（ア）「島根原子力発電所に係る鳥取県民の安全確保等に 

係る協定」及び「運営要綱」の改定協議 

・県民の安全性確保及び周辺環境の保全を図るため、本

県及び米子市、境港市と中国電力(株)が平成２３年１

２月２５日に締結した原子力安全協定等について、契

約としての法的拘束力を持つが、立地県・市と協定の

文言が異なるため、立地県・市と同じ内容の協定とす

るよう中国電力(株)に強く求めているが実現されてい

ないため、引き続き改定を求めている。 

（イ）島根原発１号機への対応（廃止措置状況確認） 

・平成２９年４月１９日に認可された廃止措置計画につ

いては、廃止措置の全体計画と解体工事準備期間（第

１段階）の実施に限り了解した。 

・現在第 1 段階の廃止措置が行われており、令和２年１

１月２日から、放射線管理区域外の主変圧器・所内変

圧器の解体撤去が開始されたことから、その状況の現

地確認を行った。 

（ウ）島根原発２号機への対応（審査状況確認） 

・平成２５年１１月２１日に中国電力(株)から安全協定

に基づき、島根原発 2 号機の新規制基準適合性確認申

請に関する事前報告（設置変更許可申請）がなされた

ことを受け、平成２５年１２月１７日に安全協定第６

条に基づく事前報告の可否に関して最終的な意見を留

保した上で、再稼働に向けての一連の手続きに際し、

鳥取県、米子市及び境港市に協議を行うことを始め、

立地自治体と同等に対応することを求めた。 

・平成２５年１２月２５日に原子力規制委員会に申請が

行われた島根原発２号機に係る新規制基準適合性審査

の状況について、インターネットによる視聴、中国電

力(株)からの情報提供により、審査状況の確認を行っ

た。 

・また、鳥取県原子力安全顧問会議等を開催し、審査状

況等について審議を行った。 

（エ）島根原子力発電所に関するトラブルへの対応 

サイトバン

カ建物の巡

視業務の未

実施 

・令和２年２月１６日に発生したサイトバン

カ建物（放射線管理区域内）の巡視業務の

未実施について、令和２年５月２６日、９

月３０日及び令和３年２月２２日に米子市

及び境港市とともに安全協定に基づく現地

確認を行い、再発防止対策の具体的な実施

状況について確認し、原因究明と対策を求

めた。 

 

イ 人形峠センターへの対応 

（ア）加工事業の廃止措置 

平成３０年９月２８日に日本原子力研究開発機構

が原子力規制委員会へ認可申請し、令和３年１月２０

日に認可された加工事業の廃止措置計画について、鳥

取県原子力安全顧問の知見も得て、同年３月９日に三

朝町とともに日本原子力研究開発機構に対して申し

入れを行った。 

（イ）人形峠センターに関するトラブルへの対応 

総合管理棟

１階操作室

でのぼや火

災 

・令和２年１１月９日、総合管理棟１階操作

室におけるエアコン工事で分電盤の電源確

認をしたところ、ショートによる発煙と焦

げが発生し、火災と判断された。 

・県は、翌日１０日に徹底した原因究明と再

発防止策の策定、関係自治体への状況報告



を人形峠センターに申し入れ、同月１７日

に現地確認を行った。令和３年２月２４日

に再発防止策の実施状況について現場担当

者から説明を受け、書類及び記録により確

認し、原因究明と対策を求めた。 

 

ウ 環境放射線モニタリングの実施 

モニタリン

グシステム

に よ る 測

定・監視 

・固定局や可搬型モニタリングポストによる

空間放射線量等の連続測定を行い、公表し

た。令和２年度から、県ホームページ上の

単位を県民が分かりやすいように避難等で

用いられるＳｖ（シーベルト）で表示して

いる。 

環境試料サ

ンプリング

調査（試料採

取及び分析） 

・人形峠センター周辺での放射線の影響及び

平常時の環境放射線の状況を把握するため

三朝町内の土壌、樹葉、農作物、水等の環

境試料の採取・分析を実施した。 

※島根原発に関する試料サンプリング調

査は、原子力環境センターが実施。 

モニタリン

グ測定機器

の保守点検 

・島根原発及び人形峠センターに係る周辺環

境放射線を測定するために、固定局（３局）、

可搬型モニタリングポスト（２２基）等の

保守管理を行い、設備の適切な維持に努め

た。 

 

 

 

エ 原子力専門家（鳥取県原子力安全顧問）への意見聴取 

環境放射線等モニタリング、原子力防災対策、原子力

施設の安全対策について、技術的観点から幅広い指導、

助言等を得るため、鳥取県原子力安全顧問会議等を開催

した。(座長：福山大学工学部名誉教授占部逸正氏他 計

１７名) 

【原子力安全顧問会議】  

（持ち回り） 

令和３年２

月８日 

～１５日 

人形峠センターの加工の事業に係る廃止措

置計画が令和３年１月２０日に認可されたこ

とを受けて、廃止措置計画に対する原子力安

全顧問としての意見を書面により聴取するこ

とにした。 

（ＷＥＢ会

議） 

令和３年２

月２５日 

以下議題について審議を行い、顧問の意見

を聴取した。 

〇県地域防災計画（原子力災害対策編）、広域

住民避難計画の修正 

〇令和２年度平常時モニタリング測定結果（

第１～３四半期） 

○令和３年度平常時モニタリング測定計画（

案） 

〇鳥取県の原子力防災対策（令和２年度結果

及び令和３年度予定） 

 

 また、島根原子力発電所１号機の廃止措置

の実施状況、人形峠センターの加工の事業に

係る廃止措置計画認可について報告した。 

 

オ 国等への要望 

【主な要望項目】 

「原子力防災対策の強化」「周辺地域を含めた安全対策」

「汚染水対策」などを国へ要望した。（令和２年７月２１

日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（消防防災課） 

（１）鳥取県防災・危機管理対策交付金事業 

＜概要＞ 

「鳥取県防災及び危機管理に関する基本条例」に基づく自

助・共助を担う県民運動の促進や集中豪雨等の災害に対応

するための防災・減災対策を促進するため、市町村が行う

防災及び危機管理に関する事業に対して支援する。 

 

＜事業の実施状況＞ 

＜特別枠：26,419千円＞ 

〇鳥取県中部地震の教訓等を踏まえた優れた取組であ

ると認めた事業 

【具体的取組】防災ラジオ整備事業、防災士養成事業、

防災行政無線・戸別受信機整備事業、災害メール配信

システム、避難態勢構築・避難所整備事業、防災専門

員配置事業等 

 

＜事業割等：41,500千円＞ 

〇消防団を強化する事業（消防団員数に応じて按分） 

【具体的取組】消防団安全装備資機材整備事業、消防施

設維持管理、消防団員訓練研修費等  

〇自主防災組織を強化する事業（自主防災組織が活動範

囲とする世帯数で按分） 

【具体的取組】自主防災組織育成補助金、防災士資格取

得事業、防災マップ作成事業等 

〇住民が主体となった防災体制の構築を推進する事業

（１９市町村で按分） 

【具体的取組】地域防災計画策定事業、防災訓練事業、

防災行政無線整備事業等 

〇市町村ごとの配分については、上記事業費に調整枠を

加算 

 

（２）地域防災リーダー養成事業 

＜概要＞ 

鳥取県中部地震の教訓を踏まえ、地域防災力の強化に向

けて、防災士をはじめとする地域防災リーダーの養成とス

キルアップを図る。 

＜事業の実施状況＞ 

①防災士養成研修 

日程、場所 

・中部会場：令和2年11月14日(土)、15日(日) 

倉吉体育文化会館 大研修室 

・西部会場：令和2年11月21日(土)、22日(日) 

鳥取県西部総合事務所 講堂 

実施 2020年度防災士教本の21項目のうち、12項目を

内容 講義形式（残りの9項目をレポート提出）により

実施。２日目の最後に防災士資格取得試験を実施

。 

研修費用 
11,000円（内訳：受講料4,500円、防災士教本

3,500円、試験受験料3,000円） 

受験者数 177名 

合格者数 163名（再試験合格者を含む。） 

防災士新

規登録者

数 

205名（試験免除の特例の方を含む。なお、職員

災害応援隊等防災士資格取得事業により、県職員

17名が受験し防災士資格を取得した。） 

 

②スキルアップ研修 

日程、場所 

 

・中部会場：令和3年2月27日（土） 鳥取

県中部総合事務所 講堂 

・西部会場：令和3年3月6日（土）鳥取県

西部総合事務所 講堂 

※東部会場（令和3年1月30日（土））は新型コ

ロナウイルス感染症の拡大により中止 

主な対象者 

 

自治会・自主防災会員、消防団員、防災士な

ど地域における防災活動の担い手となる方 

参 加 者 数  92人（中部：29人、西部：63人） 

実 施 内 容 

 

・講義 コロナ禍における避難所運営 ※オ 

ンラインによる遠隔講義 

講師 人と防災未来センター 研究員 髙 

岡 誠子 氏 

・講義 近年の自然災害と避難所運営 

講師 鳥取県危機管理局危機管理政策課  

課長補佐 原 耕平 

・演習 避難所運営ゲーム（HUG） 

講師 とっとり県民活動活性化センター  

主任企画員 白鳥 孝太 氏 

 

（３）消防団支援・連絡調整事業 

＜概要＞ 

・消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律

の趣旨を踏まえ、消防団を中核とした地域防災力の充実

強化を図り、もって住民の安全の確保に資すること。 

・市町村の消防業務が円滑に行われるよう連絡調整、助

言・指導、各種調査等を行って、消防組織法に基づいた

消防思想の普及宣伝を図っていく。 

 

＜事業の実施状況＞ 

① 消防団活性化推進表彰 

他の模範となる消防団、消防分団又は消防団員及び消 

防団活動に協力的な事業所に対し知事表彰を行った。 

② 鳥取県少年消防クラブ育成・連携支援事業 



消防庁の委託事業(消防団・自主防災組織等連携促進

支援事業)を活用し｢鳥取県少年消防クラブ育成・連携支

援事業｣に取り組んだ。 

③ 学生消防団員加入促進事業 

消防庁の委託事業(企業・大学等との連携による女

性・若者等の消防団加入促進支援事業)を活用し、｢学生

消防団員加入促進事業｣に取り組んだ。 

④ 消防関係表彰等 

消防に関し特に功労顕著と認められる者に対して知

事表彰を行った。 

⑤ 鳥取県緊急搬送高度化推進協議会 

病院前救護体制の整備・充実及び傷病者の搬送・受入

れの迅速かつ適正な実施を図るための協議会等を開催

した。 

⑥ 各種負担金、鳥取県消防協会補助金 

消防活動の振興を図る取組への支援や救急救命士養

成のための負担金の支出等を行った。 

⑦ 統計業務委託 

消防組織法に基づく消防統計(消防防災年報)を作成

するに当たり、(一財)消防防止科学センターに業務を委

託。※消防庁が(一財)消防防災科学センターに運用を委

託している統計調査系システムによりデータの集約を

行うため 

 

（４）自主防災組織新規設立支援事業 

＜概要＞ 

 消防職員及び消防団員に対して、消防の責務を正しく認

識させるとともに、人格の向上、学術技能の修得、体力の

練成、規律の保持、共同精神のかん養を図り能率的に職務

を遂行できる能力を身につける教育を目指す。 

 また、地域の防災力を高めるため、自主防災組織の構成

員等に対する教育を行う。 

 

＜事業の実施状況＞ 

・補助金の活用：４件（２市１町） 

（主な内訳） 

〇町が、直接、自主防災会に防災資機材（倉庫、ヘルメ 

ット等）を購入 

 〇市が、市補助金により、自主防災会の防災資機材購入 

経費等を支援 

 

（消防学校） 

＜概要＞  

県下の消防職員及び消防団員に対し、複雑多様化する災

害に即応できる専門的、かつ高度な消防防災に関する教育

訓練を行うほか、広く県民に対し防災思想の普及を図るた

めに、昭和５８年４月２７日に開校。 

 

＜事業の実施状況＞ 

・消防職員 

〇初任職員 

新規採用職員を対象に、従来は初任教育として約６か

月間実施していたが、平成２８年度から初任教育と救急

科を併合し初任総合教育として実施し、約７か月半にわ

たり消防防災業務の基礎的な知識と技術を習得させる

とともに、救急隊員としての必要な知識を習得させた。 

〇現任職員 

  現任の消防職員に対して、専科教育、幹部教育、特別

教育として専門性の高い教育を行った。 

・消防団員教育 

 基礎教育、専科教育、幹部教育、特別教育と職務に対応

した教育訓練を行い、地域における防災活動のリーダー

となるよう育成を行った。 

・一般教育 

 地域の自主防災組織員等を対象に一日入校を実施し、消

防防災の基礎教育を行った。また、一般県民を対象に応

急手当を普及するため応急手当普及員（指導員）講習を

実施した。 

 

（消防防災航空センター） 

＜概要＞ 

鳥取県では、災害に強い消防防災体制の確立を図るため、

平成１０年７月より消防防災ヘリコプターの運航を行っ

ている。平成２７年に「とっとり（ベル４１２ＥＰ）」か

ら「だいせん（アグスタＡＷ１３９）」に機体更新し、同

年１２月から新機体による本格運航を開始した。 

 消防防災ヘリコプターは、県民の安心、安全を確保する

ため、風水害・地震発生時の情報収集、物資輸送、迅速な

救急搬送、林野火災発生時の空中消火や、山岳・河川等で

の救出救助活動など、様々な場面で活動を行っている。 

※令和２年の活動実績を「２ 救急・救助」に掲載。 

 

＜運航体制等＞ 

①消防防災ヘリコプター「だいせん」（機種：ＡＷ１３９）

の運航 

＜運航体制等＞ 

・運航日：３６５日（整備点検等で運航できない日を除く。） 

 消防局等からの要請に対し、迅速に対応ができるよう勤

務している。 

※本県ヘリが運航不能の場合は、相互応援協定により島根



県ヘリ等の出動を要請する。 

・運航時間：原則、8:30～17:15（日の出から日没） 

・運航管理責任者：消防防災航空センター所長 

・消防防災航空隊：各消防局から派遣（隊長１名、副隊長 

２名、隊員５名） 

・運航委託会社 ：朝日航洋株式会社 

(操縦士２名、整備士３名、運航管理担当１名） 

 

②ヘリコプター運用調整会議の設置（H25年度～） 

 東日本大震災での活動経験を教訓とし、本県における大

規模災害の発生に備え、全国から集結するヘリコプターの

的確な運航調整ができるよう、ヘリを保有する関係機関等

（自衛隊、海上保安庁、県警、消防他）相互の「顔の見え

る関係」の構築と活動計画、安全運航計画の作成及びその

円滑な運用を図るため、ヘリコプター運用調整会議を設置

している。令和２年度は、コロナウイルスの感染状況等を

鑑み、書面会議とした。 

 

③救急救命士の資格を有する隊員の配備（H24年度～） 

現在、３名（東部、中部及び西部消防局）の救急救命士の

派遣を受けており、初動での救急処理の充実を行うことで

救命率の向上に努める。 

 

④医師が防災ヘリに同乗する運用の取組（H16年度～） 

県立中央病院、県立厚生病院及び鳥取市立病院の基幹病

院と協定を締結し、消防防災ヘリに医師が同乗することが

できる体制を整備している。また、県西部地域においては、

消防防災ヘリに医師が搭乗した運用ができるよう、鳥取大

学附属病院と協定を締結している。さらに、関西広域連合

共同運航のドクターヘリ（兵庫県豊岡病院）とは従来の確

認書という形で連携していたが、平成３０年度に連携活動

及び救急活動に関する協定を締結し、医師同乗等を含む、

より連携した活動を行うことができる体制を構築した。   

  

⑤中国５県等による防災ヘリ運航不能時相互応援体制の

推進 

島根県と相互応援協定を締結し、本県ヘリが法定検査等

で運航不能となった時には島根県防災ヘリの出動を要請

できるようにしている。また、両県ヘリが同時に運航不能

となることもあるため、中国５県で運航不能時の相互応援

協定を締結しており、中国管内での応援体制を整備してい

る。また、平成３１年４月１日に兵庫県とも同様の応援協

定を締結し、相互の応援体制の充実を図った。 

※相互応援等（緊急消防援助隊の活動含む）の件数（令和

２年）  

・応援件数･･･島根県３件、兵庫県３件 

・受援件数･･･島根県１０件、広島県３件、兵庫県１件 

 



６－１　自主防災組織の現況
（令和3.4.1現在）

区分

市町村名

鳥取市 80,802 807 79,790 98.7%

米子市 67,747 344 57,800 85.3%

倉吉市 20,710 198 19,485 94.1%

境港市 15,362 52 12,272 79.9%

岩美町 4,420 15 3,659 82.8%

若桜町 1,322 32 1,142 86.4%

智頭町 2,736 76 2,500 91.4%

八頭町 6,148 131 6,144 99.9%

三朝町 2,526 62 2,521 99.8%

湯梨浜町 6,397 71 6,271 98.0%

琴浦町 6,466 154 6,466 100.0%

北栄町 5,417 57 5,113 94.4%

日吉津村 1,235 6 1,213 98.2%

大山町 5,723 166 5,526 96.6%

南部町 3,904 80 3,618 92.7%

伯耆町 3,546 89 3,546 100.0%

日南町 1,978 33 1,978 100.0%

日野町 1,304 51 1,304 100.0%

江府町 992 41 992 100.0%

鳥取県全体
（合計・平均）

238,735 2,465 221,340 92.7%

（注）組織率は、組織されている地域の世帯数を管内世帯数で除したものである。

管内世帯数 組織数
組織されている
地域の世帯数

組織率

令和３年度（令和２年度）消防防災震災対策現況調査より



６－３　令和２年度市町村別防災訓練実施状況

区分

市町村名 風水害 地震 大火災 土砂災害 その他 実動訓練 図上訓練
通信訓練
その他

鳥取市 3 2 1 1 1 2

米子市 5 1 3 1 3 2

倉吉市 1 1 1

境港市

岩美町 9 9 9

若桜町 1 1 1 1

智頭町

八頭町 7 2 1 2 5 2

三朝町 2 2 2

湯梨浜町

琴浦町

北栄町 1 1 1 1

日吉津村 1 1 1

大山町

南部町 2 1 1 1 1

伯耆町 2 1 1 2

日南町

日野町 1 1 1

江府町 1 1 1

合計 36 8 10 2 6 11 28 3 5

訓練回数
（延べ回数）

訓練の目的（回数） 訓練の形態（回数）

令和３年度（令和２年度）消防防災震災対策現況調査より



６－４ 鳥取県防災行政無線等の施設 

 

（１）鳥取県防災行政用無線施設（令和３．４．１現在） 

 

 ア 地上系無線局（固定系及び移動系） 

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数 

統 制 局 鳥取県庁 １ 固定局 １ 

支 部 局 総合事務所 ５ 固定局 ５ 

中 継 局 

 

中継局 

 

８ 

 

固定局 

携帯基地局 

８ 

４ 

移 動 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

陸上移動局 

（うちＭＣＡ局 

携帯局 

５２ 

５１） 

４１ 

 

 

合   計 

 

 

 

 

 

県施設 

 

 

 

 

 

１４ 

   

 

 

（固定通信系） 

  固定局 

（移動通信系） 

  携帯基地局 

  陸上移動局 

  携帯局 

 

１４ 

 

４ 

５２ 

４６ 

 

 イ 衛星系無線局 

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数 

統 制 局 鳥取県庁 １ 地球局 １ 

支 部 局 総合事務所 ５ ＶＳＡＴ地球局 ６ 

 

端 末 局 

 

 

県出先機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １ 

市町村 １９ ＶＳＡＴ地球局 １９ 

消防機関 ３ ＶＳＡＴ地球局 ３ 

防災関係機関 １ ＶＳＡＴ地球局 １ 

可 搬 局 可搬局  地球局 １ 

    

 

合   計 

 

 

 

 

県施設 

市町村 

消防機関 

防災関係機関 

 

       

７ 

１９ 

３ 

１ 

 

（固定通信系） 

  地球局 

   ＶＳＡＴ地球局 

（移動通信系） 

  地球局 

 

 

１ 

３０ 

 

１ 

 



（２）その他の防災用無線施設（令和３．４．１現在） 

 

 ア 無線局数 

区 分 施設名 施設数 無線局の種別・局数 

水防道路用（無線局） 鳥取県庁       １ 固定局       １ 

（注）消防防災用無線、中央防災無線は、水防道路用無線局の回線を利用している。 

 

 イ 水防道路用無線 

 

 

  鳥 

 

 取 

 

 県 

 

 

 

  

県土整備部長 

 県土整備部次長 

 技術企画課 

 道路企画課 

 道路建設課 

 河川課 

 治山砂防課 

 空港港湾課 

 

 

国土交通省無線 

 ネットワーク 

 

 

 

 

 

 国土交通省 

鳥取河川国道事務所 

 

 

 

   

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で国土交通省無線ネットワークに編入している。 

 

 ウ 消防防災用無線 

 

 鳥 

 取 

 県 

 

 

  

 危機管理局長 

 危機管理政策課 

 消防防災課 

 危機対策・情報課 

 

 

総務省消防庁 

 

 

 

          各都道府県 

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で消防庁無線ネットワークに編入している。 

 

 エ 中央防災無線（緊急連絡用無線回線） 

 

 鳥 

 

 取 

 

 県 

 

 

  

 知事 

 危機管理局長 

 危機管理政策課 

 消防防災課 

 危機対策・情報課 

 福祉保健課 

 

 

中央防災無線 

ネットワーク 

 

 

   水防道路用無線回線 

   を利用  

（注）各都道府県も、本県と同様な回線構成で中央防災無線ネットワークに編入している。 



（令和３年４月現在）

★

　

● ◆ ▲ ● ◆ ● ◆ ▲ ◆ ●
　

★

　  

　

　 　

マイクロ多重回線 衛星地球局（県庁統制局）

反射板

mc Access回線 衛星地球局（支部局）

有線

有線回線

衛星地球局（端末局）

◆ テレメーター中継設備の設置場所 ★

● ヘリＴＶ受信基地局の設置場所 衛星可搬局

▲ 130MHz帯航空無線局の設置場所

★ 5GHz帯無線ＬＡＮの設置場所

６－５　鳥  取  県  防  災  行  政  無  線  通  信  系  統  図

通信衛星 （スーパーバードB）

７．５GHｚ

第二鉢伏山
中  継  所 １２GHｚ

鳥　　　　　　　取　　　　　　　県　　　　　　　庁

フ レ ッ ツ 光

鉢  伏  山
中  継  所

空       山
中  継  所

７．５GHｚ

７．５GHｚ

東上

７．５GHｚ

７．５GHｚ ７．５GHｚ

中部総合
事 務 所

１２GHｚ

八頭庁舎東部庁舎

市町村（１９）

航空センター

消防局（３）

７．５GHｚ

日野振興
センター

陸上自衛隊米子

県トラック協会

ｍｃAccess有線

霊  石  山
中  継  所

日　赤　病　院鳥取県消防学校 鳥取空港

鳥取気象台

ＮＨＫ鳥取

西部福祉保健

７．５GHｚ
熊ヶ山

中電鳥取支店

日本海テレビ

ｍｃAccess

米子(美保)空港

山陰放送

ＦＭ山陰

山陰中央テレビ

境海上保安部

厚  生  病  院

７．５GHｚ

鳥 取 情 報 ハ イ ウ ェ イ

日本海ケーブル

鳥取テレトピア

向山

７．５GHｚ

鳥取港湾

中海テレビ

鳥取中央有線

大  学  病  院

有線

７．５GHｚ

城　   　山
中  継  所

古  峠  山
中  継  所

孝  霊  山
中  継  所

西部総合
事  務  所

賀祥ダム
中  継  所７．５GHｚ



　

（R3.4.1.現在）

【陸上移動局、携帯局】                                                                     

種　別 主な移動範囲 備　　考

防災鳥取 ３７ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 ３８ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 ９４ 携帯局 鳥取市、岩美郡 防災相互波

防災鳥取 ９５ 携帯局 八頭郡 防災相互波

防災鳥取 ９６ 携帯局 倉吉市、東伯郡 防災相互波

防災鳥取 ９７ 携帯局 米子市、境港市、西伯郡 防災相互波

防災鳥取 ９８ 携帯局 日野郡 防災相互波

防災鳥取 ９９ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 ２０１ 陸上移動局 米子市 防災相互波

防災鳥取 航空隊２～３ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 航空隊５～９ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 航空隊１３～１４ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 航空隊１７～１８ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 航空隊３０１～３０３ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 ヘリ２ 携帯局 鳥取県全域 防災相互波

防災鳥取 ヘリテレ２ 携帯局 鳥取県全域 ヘリテレ波

防災鳥取 ヘリテレ東部 携帯局 鳥取県全域 ヘリテレ波

防災鳥取 ヘリテレ中部 携帯局 鳥取県全域 ヘリテレ波

防災鳥取 ヘリテレ西部 携帯局 鳥取県全域 ヘリテレ波

消防鳥取 航空隊３０１～３０３ 携帯局 鳥取県全域 消防波

消防鳥取 航空隊１０１～１０９ 携帯局 鳥取県全域 消防波

消防鳥取 航空隊２０１～２０４ 携帯局 鳥取県全域 消防波

消防鳥取 ヘリ２ 携帯局 鳥取県全域 消防波

呼　出　名　称 所　管　課　所

６－６　鳥取県防災行政用移動系無線局配備状況

危機管理局（厚生病院）

危機管理局（中央病院）

危機管理局（鳥取県土整備事務所）

危機管理局（八頭県土整備事務所）

危機管理局（中部県土整備局）

危機管理局（米子県土整備局）

危機管理局（日野県土整備局）

危機管理局

西部総合事務所

消防防災航空センター

消防防災航空センター

消防防災航空センター

消防防災航空センター

消防防災航空センター

危機管理局（消防防災航空センター）

消防防災航空センター

消防防災航空センター

危機管理局（中部消防局）

危機管理局（西部消防局）

消防防災航空センター

消防防災航空センター

消防防災航空センター

消防防災航空センター



（令和3.4.1現在）

市町村名
震度観測点名称
（震度発表名称）

管 理 者
県震度情報ＮＷ
システムで監視

備　　　　考

鳥取市吉方 気 象 庁
鳥取市吉成 防災科研 ○
鳥取市国府町宮下 県 ○
鳥取市福部町細川 県 ○
鳥取市河原町渡一木 県 ○
鳥取市用瀬町用瀬 県 ○
鳥取市佐治町加瀬木 県 ○
鳥取市気高町浜村 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野 県 ○
鳥取市鹿野町鹿野小学校 防災科研
鳥取市青谷町青谷 県 ○
米子市博労町 気 象 庁
米子市東町 防災科研 ○
米子市淀江町 県 ○
倉吉市岩倉長峯 気 象 庁
倉吉市葵町 防災科研 ○
倉吉市関金町大鳥居 県 ○
境港市東本町 気 象 庁
境港市上道町 県 ○

岩美町 岩美町浦富 気 象 庁 ○
若桜町 鳥取若桜町若桜 県 ○
智頭町 智頭町智頭 気 象 庁 ○

八頭町郡家 県 ○
八頭町船岡 県 ○
八頭町北山 県 ○

三朝町 三朝町大瀬 県 ○
北栄町土下 県 ○
北栄町由良宿 県 ○
湯梨浜町久留 県 ○
湯梨浜町泊 県 ○
湯梨浜町龍島 県 ○
琴浦町徳万 県 ○
琴浦町赤碕 県 ○
琴浦町赤碕中学校 防災科研

日吉津村 日吉津村日吉津 県 ○
大山町末長 県 ○
大山町御来屋 県 ○
大山町赤坂 県 ○
鳥取南部町法勝寺 県 ○
鳥取南部町天萬 県 ○
伯耆町吉長 県 ○
伯耆町溝口 県 ○
日南町霞 県 ○
日南町生山 防災科研

日野町 鳥取日野町根雨 県 ○
江府町 江府町江尾 県 ○

県       ３４          ３４
気 象 庁 　      ６            ２
防災科研 　      ６            ３

全　体       ４６          ３９
 注 (1)気象庁の震度発表対象となっている観測点について記載
　　(2)防災科研：独立行政法人 防災科学技術研究所

北栄町

６－７　震度観測点一覧

鳥取市

米子市

倉吉市

境港市

八頭町

合　計

湯梨浜町

琴浦町

大山町

南部町

伯耆町

日南町


